
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
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〇
法
務
省
告
示
第
四
百
六
十
五
号

左
記
の
者
の
申
請
に
係
る
日
本
国
に
帰
化
の
件
は
、
こ

れ
を
許
可
す
る
。

平
成
二
十
四
年
十
一
月
十
四
日

法
務
大
臣

滝

実

住
所
大
阪
市
城
東
区
新
喜
多
東
２
丁
目
６
番
1
4
`
2
1
0
1

号李
大
和
昭
和
5
2年
７
月
1
7日
生

住
所
千
葉
県
成
田
市
不
動
ケ
岡
9
8番
地
４

謝
Ω
生
昭
和
3
4年

1
2月

1
7日
生

住
所
東
京
都
G
飾
区
高
砂
１
丁
目
1
7番

1
1号

車
一
諾
昭
和
5
9年

1
0月
８
日
生

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
九
十
五
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四

号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
政
治
団
体
の
届
出
に

つ
い
て
、国
民
運
動
体
か
ら
訂
正
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、

同
法
第
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
政
治
資
金

規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団
体
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で

公
表
す
る
件
（
平
成
二
十
一
年
総
務
省
告
示
第
二
百
八
十

六
号
）
の
一
部
を
次
の
と
お
り
訂
正
す
る
。

平
成
二
十
四
年
十
一
月
十
四
日

総
務
大
臣

樽
床

伸
二

Ë

国
会
議
員
関
係
政
治
団
体
以
外
の
政
治
団
体
の
部

国
民
運
動
体
の
う
ち
「
村
橋

高
嶺
」
を
「
村
橋

孝
嶺
」
に
改
め
る
。

〇
法
務
省
告
示
第
四
百
六
十
四
号

戸
籍
法
第
百
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
市

町
村
長
を
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
っ
て
戸
籍
事
務
を
取

り
扱
う
市
区
町
村
長
に
指
定
す
る
。

こ
の
指
定
は
、
平
成
二
十
四
年
十
二
月
一
日
か
ら
効
力

を
生
ず
る
。

平
成
二
十
四
年
十
一
月
十
四
日

法
務
大
臣

滝

実

福
島
県
西
白
河
郡
泉
崎
村
長

山
形
県
米
沢
市
長

北
海
道
網
走
郡
大
空
町
長

〇
宮
内
庁
告
示
第
十
号

天
皇
皇
后
両
陛
下
に
は
、
地
方
事
情
を
御
視
察
、
並
び

に
明
治
天
皇
百
年
式
年
に
当
た
り
明
治
天
皇
陵
及
び
昭
憲

皇
太
后
陵
を
御
参
拝
の
た
め
、
十
二
月
三
日
か
ら
同
月
五

日
ま
で
京
都
府
及
び
岐
阜
県
へ
行
幸
啓
に
な
る
。

平
成
二
十
四
年
十
一
月
十
四
日

宮
内
庁
長
官

風
岡

典
之

〔
告

示
〕

〇
天
皇
皇
后
両
陛
下
は
京
都
府
及
び
岐
阜
県

に
行
幸
啓
に
な
る
件
（
宮
内
庁
一
〇
）

J

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
の

一
部
を
訂
正
す
る
件
（
総
務
三
九
五
）

〇
戸
籍
法
第
百
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
指
定
に
関
す
る
件
（
法
務
四
六
四
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
四
六
五
）

〇
外
国
公
文
書
の
認
証
を
不
要
と
す
る
条
約

へ
の
ウ
ル
グ
ア
イ
東
方
共
和
国
の
加
入
に

関
す
る
件
（
外
務
三
六
六
）

K

〇
種
苗
法
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
品
種
登
録
し
た
件

（
農
林
水
産
二
四
四
六
）

〇
土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件
（
国
土
交
通
一
三
〇
三
）

M

〇
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
の
規
定
に

基
づ
く
登
録
実
務
講
習
機
関
の
登
録
事
項

の
変
更
の
件
（
同
一
三
〇
四
）

N

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
一
三
〇
五
〜
一
三
〇
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
一
〇
七
〜
一
〇
九
）

O

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
部
地
方
整
備
局
一
九
三
）

O

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
〇
八
、
一
〇
九
）

〔
国
会
事
項
〕

P

〔
人
事
異
動
〕

財
務
省

海
上
保
安
庁

岩
手
県

山
形
県

栃
木
県

群
馬
県

東
京
都

神
奈
川
県

石
川
県

長
野
県

愛
知
県

大
阪
府

兵
庫
県

広
島
県

愛
媛
県

福
岡
県

札

幌
市

仙
台
市

千
葉
市

川
崎
市

名
古

屋
市

堺
市

広
島
市

P

〔
皇
室
事
項
〕

Q

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

Q

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
秋
田
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
四
）

Q

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

国
土
調
査
の
実
施
に
関
す
る
公
示

（
国
土
交
通
省
）

Q

〔
地
方
自
治
事
項
〕

Q

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁公

認
会
計
士
懲
戒
処
分
、
財
団
、
建
設
業

の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

R

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
I

会
社
そ
の
他

L
I

˜
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